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第１章　事前調査の概要

１－１　要請の背景

　トルコ国は、歴史的にも東西物流の交流拠点として重要な地理的環境にあり、黒海、マルマラ

海、エーゲ海、地中海と国土の３方を海に囲まれ、総延長8,300kmの海岸線に約260の港を有し

ている。

　同国の港湾においては、国内貨物の取り扱いは減少しているものの、輸出入貨物の取り扱いは

増加しており、1995年には全国で約60万TEUのコンテナ貨物を含め１億２千万トンの貨物が取

り扱われている。

　現在、こうした海上輸送貨物は、整備主体や管理運営形態がそれぞれ異なる幾つもの小規模な

港湾で取り扱われており、輸送の生産性を改善するためには、コンテナ化に対応し、ターミナル

機能の集約化による効率的な貨物取り扱いが必要となっているとともに、財政赤字の削減の観点

からも、交通インフラ整備の重点化等が求められている。一方で、同国の７次５カ年計画におい

て、地域間不均衡の是正が主要な構造改革分野の１つに掲げられ、港湾開発にあたっても、関連

する地域振興計画への対応に配慮する必要がある。平成８年に実施されたJICAのマルマラ海港湾

開発調査では、工業団地に関連した新港開発等が提案された一方、全国レベルでのマスタープラ

ンが必要と提言されている。

　こうした状況を背景として、全国の港湾整備にかかる長期政策策定について、平成９年11月、

同国より正式要請がなされたものである。

１－２　事前調査の目的

　本調査にかかる先方政府の要請背景及び要請内容の確認とともに、関連資料・情報の収集及び

現地調査を行い、我が国による協力の可能性の検討を踏まえ、実施調査のＳ／Ｗ協議、署名・交

換を行うことを目的とする。具体的には以下のとおり整理し、説明する。

　　①　本調査に対する基本的認識について

　　②　本格調査の内容

　　③　先方受入体制の確認

　　④　本格調査実施に必要な情報収集

　　⑤　現地踏査
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１－３　調査団の構成

№ 氏名 担当分野 所　　　　属

1 奥山　義孝 総　　括 運輸省港湾局 環境整備課海域環境対策室長

2 鈴木　勝 港湾計画 運輸省第四港湾建設局 技術課長

3 岡島　達男 管理運営 運輸省港湾局 建設課国際業務室係長

4 池田　哲郎 調査企画 国際協力事業団社会開発調査部 社会開発調査第一課

１－４　調査日程

№ 月日 内容

1 12/06 Sun

（奥山、鈴木、岡島）
　　東京 14:00 (JL407)  → フランクフルト 18:10

（池田、12/2 東京 10:30 (TG641)  → バンコク 15:30   タイ国調査に参加）
　　バンコク 12:05 (LH701) → フランクフルト 18:50

2 12/07 Mon 　　フランクフルト 12:45 (LH3412) → アンカラ 17:00

3 12/08 Tue

 9:00 JICA事務所打合せ
10:30 鉄道港湾空港建設総局（DLH）表敬訪問
12:00 日本大使館表敬訪問
14:30 国家計画庁（SPO）表敬訪問
(p.m.) 運輸省（MOT）表敬訪問

4 12/09 Wed
(a.m.) DLHと打合せ

(p.m.) DLHとＳ／Ｗ協議

5 12/10 Thu
(a.m.) SPOと打合せ
(p.m.) トルコ鉄道公社（TCDD）と打合せ
(p.m.) 環境省と打合せ

6 12/11 Fri
(a.m.) DLHと打合せ
(p.m.) 補足情報収集

7 12/12 Sat
08:10 アンカラ → イズミール(TK382)
(p.m.) イズミール港視察

8 12/13 Sun 07:15 イズミール → イスタンブール(TK307)

9 12/14 Mon
(a.m.) ハイデルパシャ港視察
(p.m.) トルコ海運公社（TDI）と打合せ
18:00 イスタンブール → アンカラ(TK140)

10 12/15 Tue
(a.m.) Ｓ／Ｗ・Ｍ／Ｍ協議
(p.m.) 補足資料収集

11 12/16 Wed (a.m.) Ｓ／Ｗ・Ｍ／Ｍ署名、交換

12 12/17 Thu
(a.m.) ＪＩＣＡ事務所、日本大使館報告

アンカラ 17:50 (LH3469) → フランクフルト 20:20

13 12/18 Fri フランクフルト 20:50 (JL408) →

14 12/19 Sat 　　　　　　　　　　　　　　 → 東京 16:05



１－５　協議概要

　先方から意見が提示されたものについて、その概略は以下のとおり。個別にS/Wの修正及びM/M

への記載により、対応を行った。

(1) 調査内容について

　①　当初、先方からの要請書に記載されていた、個別港湾のマスタープラン調査について、本

件調査は、個別港湾のマスタープランを策定するものとするものではなく、全国的な港湾開

発政策策定する必要性にかんがみ、この部分のみを実施する調査内容としている点について

は、先方の理解が得られている点が確認された。

　②　対象港湾は、交通に資する港湾に限り、漁港とヨットハーバーは除くことが確認された。

　③　需要予測について、先方より、アジアとヨーロッパの間に位置する地理的な特性や、複合

一貫輸送の進展による内陸国との接続のポテンシャルを十分検討すること、その点をS／W

において明記したい旨強く要望がなされた。

　④　先方より目標年次をより長期に設定してもらいたいとの申し入れがあった。この点、全国

の需要予測については、2020年を超える長期的な期間で行うことは困難である旨説明し、

必要な手法を提示する旨説明し、合意を得た。この点、技術移転の観点からも必要な項目と

考え、Ｓ／Ｗに明記することとした。

　⑤　トルコ国港湾における、ハブポート成立の可能性についても、検討する旨説明したが、そ

れを明示されたい旨の強い要望がなされた。

　⑥　Ｓ／Ｗの調査内容については、Ｍ／ＰやＦ／Ｓに関連する部分を除き、T／Rにおいて提

示されている考えが満たされている点について、確認がなされた。

(2) 便宜供与事項等について

　①　会議室については、先方の供与が得られることが確認されたものの、車両については、現

状でできる範囲内で努力する旨コメントがあった。その他の事項については、マルマラ海港

湾開発調査における便宜供与事項と同様であり、また、同国政府の法令に反しない限りにお

いて果たされるのであれば、特に大きな問題提示はないとされている。

　②　SPOをはじめとして関係機関とも、本件調査に対して強い興味を示しており、本格調査実

施の際のステアリングコミッティーの参加について促したところ、積極的に関与をしたい旨

の発言があった。これに基づき、ステアリングコミッティーとして、座長をＤＬＨとしてSPO、

TCDD（国鉄）、TDI（海運公社）、海事庁、民営化庁、その他関連する機関を含めたステア

リングコミッティーを開催することを確認した。運輸省の担当についても、今回の署名者で

あるため明記されていないが、必ず参加する旨の発言があった。
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(3) その他

　①　レポートの部数について、マルマラ海調査の例（25部）でも、ステアリングコミッティー

メンバーへの配布において不足したとのことであり増部した。

　②　報告書のサマリーをトルコ語と英語で作成することが確認された。

　③　カウンターパート研修（複数）の要請及びセミナーの開催について要請がなされた。特に、

調査団としては、交渉の過程において対応困難と伝えたものの、研修について、期間を短縮

しても構わないので、複数の人材の要望が非常に強くなされた。
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第２章　本格調査への提言

２－１　トルコ国の概要

　トルコ国にかかる経済・社会指標を以下に示す。

国土面積（1,000km2）

人口（1,000）

途上国区分（DAC分類）

774.8

61,644

中所得国

経

済

指

標

ＧＤＰ（US$billion）

実質ＧＤＰ成長率

一人当たりＧＮＰ（US$）

産業別ＧＤＰ構成比

産業別成長率

産業別雇用

消費者物価上昇率（％）

失業率（％

輸出額（US$million）

輸入額（US$million）

経常収支（US$million）

対外債務残高（US$million）

対外債務返済比率

外貨準備高（US$million）

 180.4（1993）→ 　130.8（1994）→　165.3（1995）

　　　（1993）→ -27 .5％（1994）→ 26.4％（1995）

 5,410（1993）→ 　5,048（1994）→  5,411（1995）

農業26.3％、鉱工業20.0％、サービス業53.7％（1995）

農業2.6％、鉱工業4.7％、サービス業7.4％（1994-95）

農業37.2％、鉱工業15.4％、サービス業47.4％（1995）

  71.1（1993）→　125.5（1994）→　 93.6（1995）

　 7.5（1993）→　　8.4（1994）→　  7.0（1995）

15,611（1993）→ 18,390（1994）→ 21,975（1995）

29,771（1993）→ 22,606（1994）→ 35,187（1995）

-6,433（1993）→  2,631（1994）→ -2,339（1995）

67,356（1993）→ 65,601（1994）→ 73,171（1995）

 423％（1993）→  362％（1994）→  339％（1995）

18,343（1993）→ 16,519（1994）→ 23,942（1995）

社

会

指

標

人口増加率

出生時平均余命（年）

乳児死亡率

初等教育就学率

中等教育就学率

高等教育就学率

絶対的貧困水準以下の人口比率

2.05％（1985-1995）

67.9　（1995）

44.4／1,000（1995）

男　81.1％　　女　76.6％　　平均　78.9％（1992-93）

男　62.3％　　女　41.2％　　平均　52.0％（1992-93）

男　22.1％　　女　12.2％　　平均　17.2％（1992-93）

全国16.2％、（1994）

データ出所：
 1）"TURKEY: Economic and Industrial Report 1996:, Ministry of Industry and Trade

 2）"Main Economic Indicators: Turkey", State Planning Organization

 3）"Turkey: challenges for Adjustment", The World Bank, April 1, 1996
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２－２　トルコ国港湾行政の現状と課題

２－２－１　港湾行政組織・管理運営組織

　トルコ国の港湾関係組織については総括的には運輸省（ＭＯＴ）が管轄しており、その下に

鉄道港湾空港建設総局（ＤＬＨ）があり実質的な港湾の計画・建設に関する権限をもっている。

これら中央政府が行う公共投資は、国家計画庁（ＳＰＯ）の承認を得て実施しており、ＳＰＯは

このような各省庁からのプロジェクトのを決定するのと同時に、５カ年計画や主要セクターの長

期計画の作成や見直しを行っている。

　ＭＯＴは運輸政策の実施及びトルコ国鉄道公社（ＴＣＤＤ）、国家空港管理公社（ＤＨＭＩ）、

トルコ航空（ＴＨＹ）等の国営企業を監督している。ＴＣＤＤは鉄道と連結される規模の大きな

物流港湾を管理し、トルコ国海運公社（ＴＤＩ）は1995年にＭＯＴから独立しており旅客を中心

とした比較的小規模港湾の管理運営をしているが、最近管轄港湾の民営化も進めている。

(1) 運輸省（ＭＯＴ）

　　今回Ｓ／Ｗで次官補（Deputy Undersecretary）が港湾関係の管理運営を総括する立場として

サイナーとなっており、港湾の民営化については決済の合議機関となっている。しかし、実際

の計画や実施に関する業務については下部組織であるＤＬＨが行っている（図２－１参照）。

(2) 鉄道港湾空港建設総局（ＤＬＨ）

　　今回調査のカウンターパート機関であり、鉄道、港湾及び空港の計画と建設を実施している。

総局長（General director）、次長（General director）の下に14の部あり、港湾関係については港

湾設計部長（Head of Harbours Survey and Design Department）と港湾建設部長（Head of Harbours

Construction Department）がおかれている。それぞれ３つの課を有しており、港湾の計画から

建設に関する業務を行っている（図２－２参照）。

　　今回調査の実質的カウンターパートは、計画部門を担当する港湾調査設計部の港湾プロジェ

クト課長（Director of Ports Projects Division）である。

(3) トルコ国鉄道公社（ＴＣＤＤ）

　　港湾に関しては、本部（アンカラ）に港湾部を有し、その下に所管する７港の港湾運営局

（Directorate of Port Operations）を現地に有し港湾の管理運営を行っている（図２－３参照）。

(4) トルコ国海運公社（ＴＤＩ）

　　海運を本業とし貨物を扱わない小規模な港湾を管理（20港）しており、民営化を積極的に進

めている（図２－４参照）。
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　各港湾管理者（ＴＤＩ、ＴＣＤＤ）と主な港湾については、表２－１のとおり整理した。なお、

港湾に関する統計は国家統計局（ＳＩＳ:State Institut e of Statistics）、海事局（Maritime Affaire

Agency）が取りまとめている。これまでデータは、一元化されてなくそれぞれ内容が異なってい

た（海事局によればＳＩＳの統計はアップデートされていないためとのことであった）が、主

要な67港については1998年よりオンラインシステムにより一元化される。ＳＩＳは海事局から

のデータを取りまとめている。しかし、これらでトルコ国全体の統計を網羅している訳ではなく、

国全体の港湾の規模と数はトルコの行政機関で把握されていないため、本格調査では海事局の協

力を得ながら港湾のリストを作成する必要がある。ここでは、ＳＩＳ、海事局、ＴＤＩ、ＴＣ

ＤＤから入手したものを取りまとめておく。

　また、オンライン化されている港湾はヒアリングによると67港ということであったが、現地で

取得した資料では65港が確認された。

　トルコ国の公共のコンテナを港湾は次のとおりである。

　　Hydarpasa, Mersin, Izmir, Iskenderun, Trabzon

　また、民間により運営されているコンテナ港湾は次のとおりである。

　　Gemport, Ambarli, Belde, Rote, Alemdar Sedef
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２－２－４　港湾活動の状況

　各種統計資料より

　　①　全国の公共・民間港の貨物の増加

　　②　全国の貨物量とそのうちＴＣＤＤ、ＴＤＩ港湾の占めるシェア

について、表２－２～２－３及び図２－７に示す。

表２－２　貨物量のシェア（1997年）　　　　　　　
×1000 ton

国　内 トランジット 外　貿 合　計

貨物量 ％ 貨物量 ％ 貨物量 ％ １港当たり
の貨物量

貨物量 ％

港
数

ＴＤＩ

ＴＣＤＤ

その他

14,440

5,032

22,244

30.6

12.1

53.3

50

62

14,587

0.3

0.4

99.3

9,546

24,618

78,213

8.5

21.9

69.6

597

4,924

2,523

24,033

29,709

115,047

14

18

68

16

5

31

合　計 41,716 14,699 112,374 2,161 168,789 52

　これにより、国内貨物は各港それぞれ扱っているが、１港当たりの貨物量に換算すると外貿を

中心としたトルコ国の大規模な港湾はＴＣＤＤが管理していることがわかる。

　その他にあるＴＤＩとＴＣＤＤ以外の港湾は、鉄鋼等バルクを含むもので特定の貨物の取扱量

が多いものがある。合計としてはその他の港湾の取り扱いの割合が多くなっている。

　表２－３にＴＣＤＤの各港の取扱貨物量をまとめる。このデータは表２－２と多少の違いがあ

るが、ＴＣＤＤの1998年版の各港要覧からの集計である。

　なお、表２－２は表２－５の各港の貨物量（海事局データ）から集計したものである。
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２－２－５　港湾の民営化の動向

(1) 民営化

　　民営化については、各担当の省庁で決定し、総理府民営化庁（Prime Ministry Privatization

Administration）が契約等の業務を担当している。

　　民営化の手順は次のとおりである。

　　①　事業者による計画（ＥＩＡ手続き含む）

　　②　自治体が公共事業省を通じて政府の決済を取る

　　③　設計案審査（ＤＬＨ）

　　④　オペレーション開始の承認（海事局）

　　港湾に関しては、1996年からＴＤＩの港湾が８港民営化しているが、ＴＣＤＤについては

民営化していない。

　　ＴＤＩの行っている民営化は、コンセッション契約であり、施設はＴＤＩが所有したままで

ある。25～30年間の運営の権利を民間会社は２～３年で購入し、利益の半分がＴＤＩとの折

半になる。なお、赤字の補填はしない。また、会社の役員会にはＴＤＩが役員となり監査す

るようになっている。従って、民間が運営する形態であっても完全な民間の港湾というもので

はなく、公共とのかかわりを残した民営化ということができる。

　　なお、民営化の８港に関しては、ヒアリングではＴＤＩとＤＬＨで６港と聞いていたが、そ

れぞれ港名が一致してなかった。海事局の統計資料とこれらの港名が一致しているため８港と

考える。

(2) ＢＯＴ（Built,Operate and Transferscheme）

　　ＢＯＴについては、フィリオス、デリンジェが具体的に計画されているが、始まったばかり

でもありいまだ成功している事例はない。また、トルコ国においては、海岸線はすべて公共の

ものであり、民間所有をさせることがないため、ＢＯＴ以外の形態は存在しない。

　　ＢＯＴの手続きは次のとおりである。

　　①　基本計画：ＤＬＨ作成

　　②　応募：選定基準

　　③　審査（ＤＬＨ）

　　④　オペレーションの承認（海事局）
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２－２－６　各港湾の状況

　　今回調査においては、イズミール港とハイデルパシャ港の２港を視察した。各港湾の状況

は次のとおりである。

(1) イズミール港（ＴＣＤＤ）

　　現在、コンテナターミナルでは1,05 0ｍのバースを有し、年間約38万ＴＥＵ（1997年）の

コンテナ貨物を扱っているが、年々増加する貨物に対応するように新規ターミナル（80万ＴＥ

Ｕ）の増設を計画している。また、最大の岸壁水深は14ｍということであるが、現在の航路

は10ｍ、それを12ｍまで贈深する計画があるがＯＥＣＦのローンが得られず事業化に至って

いない。これは、周辺工場から流入し港内に滞積した重金属があり、浚渫時の処理方法につ

いて十分な対策が得られていないものである。また、今後ＯＥＣＦローンは環境関係に限ら

れることとなり事業化にはまだ課題が残されている

表２－７　イズミール港の現有港湾施設

年間受入可能船舶数 岸壁延長 (ｍ) 最大水深 (－ｍ)

一 般 貨 物
コ ン テ ナ
ばら乾貨物
旅 客
合 計

８１０

１，５００
７９

１，２４６

３，６３５

１，４２９

１，０５０
１５０
３３０

２，９５９

１０．５
１４

１０．５

１０．５
５

　　防波堤：無（静穏度が良く不要）

　　荷役機械：ＴＣＤＤ所有で運転も職員

　　　　　　　ガントリークレーン４基

            　トップリフター17基（５段積み可能）

　　　　　　　トランステナー11基

　　コンテナターミナルのコンピュータ化：無

(2) ハイデルパシャ港（ＴＣＤＤ）

　　イスタンブールに位置し、マルマラ海沿岸唯一のコンテナ専用ターミナルを有する港湾で、

年間34万ＴＥＵ（1997年）のコンテナを扱う。現在新規のプロジェクトはないが、周辺が市

街地と接近しヤードが狭くコンテナで一杯である。そのため1996年に港から約５km離れた所

に内陸のコンテナヤード（4,000ＴＥＵ）を設けている。
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表２－８　ハイデルパシャ港の現有港湾施設

年間受入可能船舶数 岸壁延長 (ｍ) 最大水深 (－ｍ)

一 般 貨 物
コ ン テ ナ
ばら乾貨物
旅 客
合 計

１，１３４
１，２００

７９
２３８

２，６５１

１，７８４
６５０
１９０
１４１

２，７６５

１０
１２
１０
　８
８

　　防波堤：無（静穏度が良く不要）

　　荷役機械：ＴＣＤＤ所有で運転も職員

　　　　　　　ガントリークレーン４基

            　トップリフター30基

　　　　　　　トランステナー９基

　　ＪＩＣＡ集団研修におけるカントリーレポートで報告された資料より以下の関連する内容を

参考として示す。

　　①　新しいプロジェクトの概要

　　　　・フィリオス港

  　　　・北マルマラ港

  　　　・デリンジェ港

  　　　・バンディルマ港

  　　　・メルシン港

　　②　主要港湾統計（コンテナ）
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２－３　調査の基本方針

　事前調査における先方との協議を踏まえ、本格調査の実施にあたって重要となる事項は以下の

とおりと考えられる。

(1) 長期的な港湾整備計画の策定について

　　トルコ国は東西貿易の結節点であり、かつ、黒海から地中海に抜ける南北の貿易ルートにも

位置していることから、海外貿易の点で重要な位置条件にある。さらに、同国の経済発展もあ

り、港湾貨物量は年々増大し、港湾開発の重要性がきわめて高い国である。また、組織的にも

運輸省において鉄道港湾空港建設総局という組織を有し、交通インフラ整備に対する体制が備

わっている。

　　我が国からは、過去にフィリオス港、マルマラ新港の２つの開発調査が行われ、その結果、

重要な港湾プロジェクトに関する提案が行われるとともに、プロジェクト方式技術協力として

港湾水理センタープロジェクトが実施されており、計画面、技術面での技術協力が効果的に行

われている。

　　しかしながら、同国の港湾が今後、経済インフラとして発展し、同国の経済を支えていくた

めには、特定の開発プロジェクトに依存して港湾の機能を高めていくのではなく、同国全体の

港湾を有効に活用・発展させる事が重要であると考えられる。

　　そのためには、現在欠如している全国的な視野に基づいた長期的な港湾開発の戦略を作成し、

さらに、自国において今後の港湾開発に対する長期的な戦略を維持し活用されていくことが重

要である。

　　このため、Ｓ／Ｗ協議では本調査において特定の港湾のマスタープランを作成し、フィージ

ビリティー調査を行うのではなく、このような長期的な港湾開発の戦略を策定することの重要

性をトルコ側が理解していることを確認したところである。

　　なお、同国では1999年より、第８次経済５カ年計画（2001年～2005年）の策定準備に入る

ところであり、港湾などのサブセクターに対しても1999年秋頃より、作業が開始される。そ

のため、本調査の早期の実施が求められる他、同計画の策定作業との関連性を図りながら、成

果を提出していくことが必要と考える。

(2) 様々な資金ソースを配慮した投資計画の策定

　　同国の港湾のうち、海運公社が管轄する港湾の相当部分は民営化されており、さらに民営化

の動向は進んでいくと考えられる。また、新規プロジェクトに対しては、近年の同国の財政事

情を背景として、民間資金を活用したＢＯＴ（Build ,  Operation, Transfer）方式が地中海側のフ

ィリオス港及びマルマラ海のデリンジェ港で実施準備中である。
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　　したがって、本調査では、将来の同国港湾の貨物取り扱い能力を適性に評価したうえで、今後

の財政事情を勘案し、港湾セクターに関し、公共的な資金だけでなく民間資金の活用も視野に

入れた多様な資金ソースによる投資プログラムを示すことが重要と考える。

(3) 技術移転の実施

　　前述のとおり、本調査では開発調査の成果として港湾の長期開発計画と提示するだけでなく、

この成果を自国で維持し、さらに活用が図られることが重要である。従って、本調査に実施に

かかり効率的な技術移転を図っていく必要がある。

　　このため、Ｓ／Ｗ協議においては港湾の長期的な需要予測に対し、超長期の需要予測が自国で

も可能なようその手法等を明示すること及び最終報告書の要約をトルコ語で用意することが合

意された。さらに、同国側は、長期にわたる需要予測手法に関するセミナーや我が国での研修

の実施などを要望している状況にある。

　　したがって、これまでにも増して、日本での港湾開発の経験及び知見を踏まえた実施を望まれ

るとともに、本開発調査を軸として効率的な技術移転が行われるよう配慮する必要がある。

２－４　調査項目とその内容・範囲

(1) 調査範囲

　　本調査ではＭ／Ｍにおいてトルコ側と同意したとおり、交通（物流及び人流）機能を有する港

湾を対象とし、漁港及びマリーナやヨットハーバーなどの小型プレジャーボートのための施設

は除外する。なぜなら、本調査で重要なことはトルコ国全体の経済発展に必要な交通インフラ

の一部としての港湾の長期政策をしめすことであり、水産活動や観光産業のための施設はその

重要性において除外すべきと判断されたためである。

　　また、対象となる港湾施設を大別すると、

　　①　ＴＣＤＤにより管理される港湾（７港）：国際物流に寄与するものが中心

　　②　ＴＤＩにより管理されている港湾：民営化済み６港を含む７港の他フェリーバース等人流

を中心とする施設が多数存在

　　③　地方自治体により管理される比較的小規模な港湾

　　④　その他公社により管理される港湾施設：バルクカーゴが中心で鉄鋼や穀物等の公社が設置

管理する

　　⑤　民間により建設管理される民間港：コンテナを扱う港湾で、大規模なものはゲムリック港

とアンバルシ港の２港。他にイズミット湾に小規模なターミナルを有する数港が存在。

　　　　なお、今回本調査のＣ／ＰであるＤＬＨは建設に関しては上記①～③の港湾施設を建設し

ており(協議によりＤＬＨの建設が決められるが、荷役機械や倉庫などはもっぱら管理主体
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が建設）、水、木港に対しては設置認可時に公共事業省より合議がくるほか、建設時の作

業計画と設計内容の審査を行っている。

(2) 目標年次

　　目標年次は2020年とする。

(3) 調査項目

　　以下に本調査の項目に従い、留意事項を記する。

２－４－１　港湾セクターの現状分析

　本章では、まず港湾及びそれに関連する開発計画等のレビューを行う。

(1) 現状データのレビュー

　　本調査では、まずトルコ国の港湾について幅広く現状を整理する必要がある。

　 1) 港湾に関する基礎データの整理

　　　本調査を開始するにあたっては、まず、トルコ国の多くの港湾の現状を把握することが大

切である。

　　　しかしながら、同国では日本の様に、港湾施設の台帳や貨物量が一元的に記載されいる資

料はなく、ＴＣＤＤとＴＤＩ管理の港湾でさえ、それぞれが資料を有しているのが現状であ

る。

　　　港湾の貨物統計に関しては海事局が一元管理しており、従来のように統計局（ＳＩＳ）と

のデータとのミスマッチが解消された。そのため、貨物統計に関しては海事局からの協力を

える必要がある。しかしながら、地方自治体が管理する港湾施設の統計は、ＳＩＳの統計で

も一括計上されており、そのブレイクダウンについての協力依頼も必要である。

　　　港湾の施設現状に関しては、ＤＬＨでも設計審査後は十分な管理がされていない他、アン

カラの海事局でも主要な施設しかカバーされていず、残りは海事局のREGIONAL OFFICEが

管理しており、本局からの協力依頼に基づき、インベントリーリストを作成し、本調査の基

礎資料とする。

　　　なお、以上の港は当然民間港及び公社が保有している港湾施設も含まれている。

　 2) その他

　　　その他主要なレビュー作業としては以下の項目があげられる。

　　①　民営化港湾の現状（契約条件、運営状況等）：ＴＤＩ
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　　②　ＢＯＴ契約の進捗状況（デリンジェ港、フィリオス港）：ＤＬＨ

　　③　海運ネットワークの現状とその輸送量：主として海事局

　　④　経済五カ年計画の進捗状況と次期五カ年の基本方針、作業状況：ＳＰＯ

　　⑤　ＴＣＤＤ、ＴＤＩの管理する港湾の個別運営状況及び課題：ＴＣＤＤ、ＴＤＩ

　　⑥　港湾のプロジェクトの進捗状況（マルマラ海港湾、イズミール港等）：ＤＬＨ

　　⑦　プロジェクト実施に必要な資金ソースの現状：ＳＰＯ

　　⑧　マルマラ海港湾開発に関するアップデート

　　　本調査に先立ち、ＪＩＣＡでは「マルマラ海港湾開発計画調査」を実施し、平成９年９月

に調査を終了している。同調査では、マルマラ海での開発計画策定のため、トルコ国全体の

需要及び東欧諸国等との物流量の将来予測などを行っている。したがって、本調査において

も、同調査時点での、各種予測値及びそのバックデータとなる社会経済フレームのアップデ

ート等を行う。

(2) 関連する開発計画のレビュー

　　交通セクターでは道路、鉄道、空港がレビューの対象となる。

　　その内鉄道についてはアンカラを中心とした鉄道ネットワークのショートカット化が課題で

あるほか、最大のプロジェクトはボスポラストンネルの実現である。したがって、ＴＣＤＤ管

理港湾の様に、鉄道と海運の結節点となる港湾に関しては、その影響を図るため、鉄道ネット

ワーク整備計画のレビュー行う。

　　また、道路については主として沿岸海運との競合が考えられるが、トルコ国では沿岸海運は

旅客が中心であり、その観点より道路計画のレビューを行う。具体的には黒海沿岸地域の道路

整備がこれからの重点であり、ＣＩＳ諸国との輸送の観点で重要なプロジェクトである。

　　なお、空港については国際的な旅客輸送（例：トルコ～イタリア航路）を除けば、大きな競

合関係は少ないと考えられる。

　　地域計画で、もっとも関係が大きいのは現在、同国の南東地区で進められているＧＡＰプロ

ジェクト（南アナトリア地域開発計画）であり、イスケンダルン、メリシン港の将来像を描く

上で重要なプロジェクトである。

　　また、トルコ国は東西貿易や南北交通の結節点でもあり、需要予測上配慮が必要なことから、

こうした観点から計画されいている他の輸送モードのプロジェクトについても、検討の必要があ

る。

　　なお、将来の地域開発調査として、本調査と同時期に「東部黒海地域総合開発計画調査」が

実施される。同調査では、サムソン港よりも東部の地域を対象としているため、港湾開発の観

点からは、重複がないものの、関連計画のレビューにあたっては同調査との調整・情報交換を

行う必要がある。
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(3) 問題点の把握と分析

　　特に、トルコ国の港湾の行政事項一般にかかる問題点を分析する。

　　事前調査の段階では、前述の通り、港湾統計の充実と施設台帳等の整備が認識されたが、その

他、民間プロジェクト（民営化、ＢＯＴ）の進捗にあわせて問題点を把握し、トルコ側に提出

する必要がある。

　　また、本調査にで最も重要な点は、トルコ国全体の港湾開発のための政策立案であり、現在の

様に個別プロジェクトに頼って港湾の容量を確保しようとすることの問題点や、政策立案の必

要性などについて、財政面で分析したうえで、本節で明らかにする。

２－４－２　港湾貨物及び人流に関する需要予測（2020年）

(1) 2020年での社会経済フレームの設定

　　社会経済フレームの設定にあたっては、前述のとおりマルマラ海港湾開発調査で設定した社会

経済フレーム（目標年次2015年）の修正を行いつつ、2020年を目標年次として、社会経済フレ

ームの設定を行う。

　　また、需要予測にあたっては、交通の結節点としてのトルコ国の地理的状況と周辺諸国間の輸

送ルート上の港湾の役割に配慮する必要があるため、周辺諸国の社会経済フレームについても

考察を加える。

　　これについても、マルマラ海港湾開発調査では、黒海・地中海に面する諸国のフレームを設定

し、需要を算出していることから、これらの値のフォローアップを行う。

(2) 国際／国内輸送量の予測（物流及び人流）

　　(1)での作業をもとに需要予測を行う。

　 1）国内輸送量

　　　国内輸送量では、物流だけでなく、人流の需要予測も大きな課題となる。さらに、国内の海

運により人流を大別すると、沿岸海運とイスタンブールやチャナッカレの様な、フェリーを

含む２地点間輸送に大別される。特にイスタンブールに関しては、ボスポラストンネルとの

モーダルスプリットに配慮する必要がある。

　　　また、これらの輸送量が多いルートの他、地方自治体管理の港湾などで、小規模な輸送が行

われている。従って、需要予測が港毎に必要な港湾と小規模な港湾に大別した上、小規模な

関しては、国内をゾーニングしたうえで、予測値を算出する事が望ましい。

　 2）国際輸送

　　　国際輸送予測の対象となるのはＴＣＤＤの様な大規模な港湾であり、各港毎の将来予測が必

要となる。また、前述のとおり、周辺諸国との関係を考慮する必要がある。その際は、周辺
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諸国の経済フレームの動向だけでなく、海運ネットワークの現状及び将来状況や鉄道・海運

及び道路をも活用したマルチモーダル輸送の進捗を適性に評価して、需要予測を行う。

(3) 2020年以降も予測可能な需要予測手法の提示

　　需要予測に用いた手法、パラメータの設定方法を整理し、トルコ側に対する技術移転を行う。

　　特にトルコ側は、フィリオス港の様に50年程度の期間も設けてＢＯＴにより開発される港湾

に対し、長期の見通しを持つ必要があることを認識しているため、主要な港湾毎に需要予測が

できるような手法を提示する。

　　したがって、地域の開発動向を踏まえた需要予測手法や、簡便でわかりやすい手法を提示し、

その後もトルコ側が自らの能力により、需要設定が可能なような手法を提示する。

　　また、提示にあたっては、レポートで記載するだけではなく、セミナーを開催し、手法の説

明を行い、有効な技術移転を行うものとする。

２－４－３　港湾開発の基本戦略

　ここでは、港湾を開発していくうえでの一般的な港湾の役割を整理し、その上で、将来のトル

コ国の港湾整備戦略上重要な港に関しその役割を整理していく。その際は、トルコ国内における

これら港湾の背後圏を設定する。

　なお、トルコ側は国際輸送のハブとしての港湾の役割及び地域開発上の港の役割の整理を希望

している。また、同国の港湾貨物の約半数はマルマラ海に集中しているほか、国内生産も同地区

に集積しており、ＧＡＰプロジェクトの様な地域格差是正のためのプロジェクトも進行している

ことから、地域格差の是正も、港湾機能の整理の上で重要な観点となると考えられる。

　なお、トルコ国の港湾のうち国際輸送の多くはＴＣＤＤが管理する７港に集中するため、これ

らの各港湾及びマルマラ海新港が対象として多く含まれることとなる。

２－４－４　全国港湾開発計画の策定（2020年）

(1) 港湾機能の配分

　　ここでは、これまでの結果を踏まえ、本調査で対象となる港湾に対し具体的な機能を設定す

る。

　　ただし、小規模な港湾に関しては、各港の機能をそれぞれ設定するのでなく、機能分類に従

い、集合としての機能を設定する。

　　想定される機能の分類としては以下のものが考えられる。

　　①　国際的なハブ港湾（コンテナ港）

　　②　国内輸送を担う地域の中枢港湾
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　　③　フィーダー貨物を扱う港湾

　　④　人流の拠点としての港湾

　　⑤　公社等のバルク貨物の輸送拠点港湾

　　⑥　その他ローカルポート

　　特に、民間港やＴＤＩ管理港湾の様に、民営化された港湾に関しては、適正な機能を設定し、

それぞれの港が機能そ運営されていくことに留意し、機能を設定する。

(2) 港湾の階層的機能の設定

　　以上の結果に基づき、港を我が国で言う港格に相当する、港湾の階層的機能を設定する。

(3) 優先整備港湾の選定

　　ここでは、需要予測結果及び港湾の機能に基づき、優先的に整備すべき港湾の選定を行う。

　　また、選定にあたっては、投資規模も当然参考となることことから、 (4)の作業と同時に選

定作業を行うこととなる。

(4) 将来の港湾施設容量の設定と投資計画の策定

　　将来の施設容量の設定にあたっては、過剰な投資を避けるために、まず第一に現有施設の活

用方策を検討することが大切である。現在のところ、同国の港湾のうち、ハイデルパシャ港は

立地条件等からみて、将来的な発展は望めず、そのためにマルマラ海新港が計画されていると

ころであるが、例えばイズミール港などでは、荷役機械の増設や、効率的な荷役システムの導

入により、施設容量を向上させる可能性がある。

　　次に、トルコ側で計画する主要港の開発計画を踏まえて将来の取り扱い能力を設定する。ま

た、小規模な港湾については需要予測と同様、ゾーニングに基づく能力算定が妥当と考えられ

る。

　　投資計画にあたっては、

　　①　各港の自然条件等を踏まえて具体的な施設レイアウトを作成したうえで投資規模を算出

する方法

　　②　施設毎に投資原単位を設定し、不足する容量をもとに、投資規模を算出する方法

が、考えられるが、本調査は各港の開発計画を策定するものではないため、次の方法により投

資規模を算出するのが好ましいと考えられる。

　　なお、例えばイズミール港では将来計画を策定中であることから、各港の具体的な計画があ

る場合には、これを既存資料とともにレビューし、投資計画策定の基礎とすることができる。
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２－４－５　港湾開発のための投資戦略

(1) 財源見通しの設定

　　港湾開発投資の財源については、基本的に公共資金が不足することにより、ＢＯＴあるいは

民営化が導入されている。したがって、ここでは主として公共資金確保の見通しについて検討

を行う。

　　この作業のカウンターパートはＤＬＨよりもＳＰＯとなる。

(2) 民間資金導入のためのガイドラインの作成

　　ここでは以下の３つの視点から民間資金を活用した港湾整備のガイドラインを作成する。

　　①　ＢＯＴの様な民間資金を活用した新規港湾開発

　　②　民間の独自の意志に基づく開発（民間港）

　　③　民営化された港湾の設備投資

　　①についてはＢＯＴの成功事例が同国においても、いまだないことから、ＢＯＴ方式の利害

得失について整理した上で、ＢＯＴが成立する要件を整理する必要がある。

　　また、民間港の建設は基本的には政府の認可であり、積極的な誘導策がないままに、是々非々

で認可行われている現状にある。従って、民間港認可の基本的な方針についても提言する必要

がある。

　　③の事例に関しても、民営化の仕組み上、存在するものであるり、これも民間港同様、政府

となる。従って月同様、建設認可のガイドラインという観点からの提言が求められる。

　　なお、ここでは、既にマルマラ海新港の様に、計画策定段階は終了したものの資金ソースが

明らかになっていないプロジェクトに対しても、ドナーからの資金供与や自国資金の確保の可

能性を踏まえつつ、実現に向けての新たな民間資金導入を検討すべきである。

２－４－６　港湾管理運営戦略

(1) 国、公社及び民間の機能の設定

　　現在トルコ国の港湾のうち主要な港湾はＴＣＤＤにより管理されている。イズミール港では

荷役作業の一部が民営化されているというものの、実態はＴＣＤＤの作業がオーバーフローし

たときの補助的な役割であり、施設修理作業を除けば、定常的な管理運営業務のほとんどがＴ

ＣＤＤ直営により行われている。

　　したがって、効率的な港湾荷役システムの導入や、新たな管理運営方法の導入のために、民

間を活用する方策を検討する。
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(2) 港湾管理の組織的枠組みの設定

　　港湾管理の組織的枠組みを検討する。

　　現在、同国の港湾はＴＣＤＤとＴＤＩの２つの組織により、主要な港湾が管理されている。

しかしながら、ＴＤＩは海運部門を有し、港湾に関しては基本的に民営化の方向であり、一方

国際的な機能を有する港湾はＴＣＤＤにより管理されている。従って、ＴＣＤＤとＴＤＩの機

能は、従来よりも自ずと、明確化してきている。しかしながら、ＴＣＤＤは鉄道がアクセスす

る港という観点から港湾を管理しており、港湾機能という観点から見れば、ＴＤＩとの間に明

確な仕訳は存在しない。

　　本調査では、ＴＤＩ及びＴＣＤＤに対し組織としての改組を求めることは困難であると考え

られるが、港湾機能の観点から、一部港湾の管理権限の移譲等まで踏み込んだ提言が必要と考

えられる。

　　さらに、トルコ国は港湾管理に、欧米及び我が国で導入されているポートオーソリティー形

式での港湾管理は行われていない。従って、同方式での港湾管理の実態をトルコ国側に伝える

とともに、その導入についても、検討を行う必要がある。

　　また、以上の管理の検討の為には法的な枠組みの現状と、必要な変更点についても検討を行

う。

(3) 港湾運営に関する提言

　　ここでは、港湾の運営、特に荷役の合理化による提言が重要となる。

　　また、港湾施設の使用料については現在のところ全くの競争状態であり、民間・公共港が場

合によっては競争状態となることがある。従って、ポートタリフの設定についても提言が望ま

れる。

　　さらに、同国の港湾発展に必要な港湾の振興策についても触れる必要がある。また、ここで

もポートオーソリティー方式の場合の港湾運営方式についても検討を行う。

(4) 環境配慮事項とその対策

　　現在、同国の港湾で重要な環境配慮事項といえば、船舶により海洋汚染が最も大きな問題で

あるため、海洋汚染の防除体制については対策を提案する必要がある。建設に関してはＥＩＡ

制度に基づき実施されるため、制度上は整っているものの、港湾活動に伴う環境配慮は、環境

に対するモニタリング体制（現在は国が実施）の不備もあり、将来的な課題となっている。

　　したがって、ここでは環境モニタリングの充実や、イズミール港で課題となっている有害底

質物質の除去などの他、将来起こりうる環境配慮事項を明らかにし、提言を行う。
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２－４－７　結論及び提言

　　以上の作業を取りまとめ、結論として提出するほか、各種の提言を行う。

　　なお、提言に際しては、以下の事項についても取り上げる必要がある。

　　①　港湾の計画策定手続き

　　②　港湾に関する各種貨物統計、施設に関するデータの管理方法

　　③　港湾開発、運営に関する人的資源の確保

２－５　調査工程と要員構成

(1) 調査工程

　　調査工程は表２－８のとおりとする。

(2) 要員構成

　　以下に要員構成と主要な業務を記載する。

　 1）総括／基本政策

　　①　総合評価、取りまとめ、方針決定、報告書説明の協議総括

　　②　基本政策策定　　　　　　　　　　　　　　－港格設定

　　③　優先整備港湾の選定

　 2）地域開発

　　①　現状分析　　　　　　　　　　　　　　　　－地域開発計画レビュー

　　②　産業開発計画レビュー

　 3）国際物流予測

　　①　現状分析　　　　　　　　　　　　　　　　－国際的な輸送体系の分析

　　②　海運ネットワークの分析

　 4）需要予測

　　①　現状分析　　　　　　　　　　　　　　　　－社会経済フレームの設定

　　②　需要予測

　 5）港湾配置計画／環境配慮

　　①　現状分析　　　　　　　　　　　　　　　　－港湾機能の設定

　　②　港湾機能の配置　　　　　　　　　　　　　－環境配慮 　　

　 6）港湾整備計画

　　①　現状分析　　　　　　　　　　　　　　　　－施設容量の評価

　　②　投資規模の算定

　 7）港湾財政／投資政策
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２－６　調査の留意事項

(1) 調査を通じた技術移転

　　本調査の目的は、長期的な政策策定にある。通常、開発調査ではレポートを先方に提出し、

プロジェクトを形成することに力点がおかれるが、本調査の様な政策調査では、先方政府が十

分その内容を理解し、自らの力で達成していくことが調査の成果となる。

　　したがって、本調査の成果を十分に発揮させるためには、先方政府に対してわかりやすいレ

ポートを提出するほか、調査期間中の技術移転につとめることが大切である。

　　まず、レポートに関してはトルコ語によるＦ／Ｒのサマリーを提出する。これは、調査成果

の普及をめざすものであるので、できるだけ簡潔、かつ理解が図られるよう配慮する必要があ

る。

　　需要手法に関しては、ＩＴ／Ｒ時にセミナーを実施し、先方に対して十分に技術移転を行う

必要がある。なお、トルコ側はＤＬＨ内でオフィス提供を約束しており、以前の開発調査でも

調査中のコミュニケーションがスムースだったことも有り、本件調査の政策支援的な内容に鑑

み、実効性を確保するうえでも、調査期間中の技術移転について、十分は配慮が必要である。

(2) 需要予測にあたっての配慮

　　トルコ側は、かつての東西交易の十字路の復活をめざしており、また、トルコの地理的特性

からも、港湾取扱貨物量の将来予測を行うにあたっては周辺諸国の経済活動、社会基盤の整備

の動向を十分に考慮するとともに、トルコ国内の社会基盤（特に道路、鉄道、これらは今後Ｂ

ＯＴによる整備の構想有り）を考慮した調査が必要である（Ｍ/ＭのScope of the Studyにも記し

てある通り）。

(3) 必要整備量の算出にあたっての配慮

　　トルコ側との協議においては、現有港湾や将来計画について、「キャパシティー」の値が説

明されていたが、本値については原単位等算出根拠が確認できなかった。値の算出にあたって

は、ターミナルの能力に対する十分な検討が求められる一方で、必要整備量に大きな影響を与

えるため、算出方法を確認するとともに、必要に応じて本値そのものを見直す必要があると考

えられる。

(4) 多様な資金の手当に対する配慮

　　本調査では投資計画と、その実現に向けての官民の資金分担を提言することが重要である。

その際は、

　　①　近年のトルコ国の財政事情を背景として、民間資金を活用したBOT方式による社会資本

の整備が実施されつつあること。
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　　②　また、日本からの資金援助の使途が環境分野に限定されていること

　等を考慮し、公的資金以外の資金調達の活用も視野に入れて検討する必要がある。

(5) ＭＯＴの関与

　　今回、Ｓ／ＷのサイナーとしてはＤＬＨが属するＭＯＴの次官補を加えた。

　　ＭＯＴはＴＣＤＤ、ＴＤＩの所管官庁であり、特にＴＣＤＤに対しては予算認可権限を有し

ていることから、サイナーとして加えたものである。

　　ただし、プロジェクトの実施に関してはプロジェクトの形成はＤＬＨ、予算認可はＳＰＯに

その中心があり、港湾の財政の多くはＴＣＤＤに権限がある。そのため、現在のところＭＯＴ

の企画的・政策的なキャパシティーは大きくないと判断される。

　　しかしながら、今後の政策を考えるうえで、ＭＯＴの本来的な役割は重要であるため、調査

の結果、ＭＯＴの機能についても言及する可能性は十分あると考えられる。従って、ＭＯＴが

サイナーとなったことを十分活用して調査を進めていくことが望ましい。

(6) 先行するプロジェクトの実施促進

　　本調査では、個別の計画策定業務は行わないものの、トルコ国は財政事業が厳しく、プロジ

ェクトの実施が、公共資金だけでは難しい等の事情もある。従って、本調査において以下のプ

ロジェクトの実施に向けての提言もあわせて行う必要がある。

　　①　マルマラ海新港計画

　　　　マルマラ海の新港計画は昨年のJICA調査により提案されたものであるが、現在、トルコ

国の円借款が環境案件に限定されていること、トルコ国の公共資金が枯渇していることか

ら、直ちに公共資金による実施は困難な状況にある。また、かつてJICAで実施したフィリ

オス港の計画がＢＯＴにより実施されることを考えれば、同計画の実施に民間資金を活用

することも考えられる。

　　　　そのため、本調査では同プロジェクト実施のためにも、マルマラ海新港に対する資金的

枠組み検討を盛り込む必要がある。

　　②　イズミール港航路浚渫

　　　　イズミール港はイスタンブールに次ぐトルコ国第２の港湾であるが、航路が10ｍしかな

く、施設の能力が十分発揮されていない。

　　　　そのため、航路増深を我が国のOECFに要請してきたが、浚渫土砂に重金属が含まれて

いる等からローンが実施できなかった経緯がある。

　　　　我が国の場合、熊本県の水俣港の様に、有害物質を含む土砂を処分した事例もあること

から、環境配慮方策の一貫として同港の浚渫土砂の処分について提言し、同プロジェクト
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の実施促進を行うことが必要である。

　　　　ＯＥＣＦは、トルコ国に対してボスポラス海峡海底トンネルプロジェクトに対しローン

をしようとしているが、事業費が膨大であり、また、日本のＯＤＡ予算が厳しい現状を考

慮すれば、イズミール港のプロジェクトを再度ＯＥＣＦローンを適用するのは困難となる

条件もある。

　　　　したがって、同プレジェクトの実施促進にはＯＥＣＦから、十分な情報を収集する必要

がある。

　　　＜参考＞

ボスポラストンネルプロジェクトの概要

　　　　・用途：鉄道トンネル

　　　　・延長：11.5km（うち沈埋部1.8km）　地下駅４駅

　　　　・総事業費：約600百万USドル

　　　　・OECFの対応：現在SAPROFを実施中

(7) ５カ年計画との調整

　　次期５カ年計画は1999年より始まり、港湾セクターについては秋頃からＳＰＯによるヒア

リングが開始される。ＳＰＯでは、このヒアリングをエキスパートミーティングと称している

が、今回の調査の進捗とほぼ同様のスケジュールであることから、本調査の成果を発揮するた

めにも、この５カ年計画の作業スケジュールについて常に情報を収集しながら調査を進めてい

く必要がある。

　　また、ＤＬＨ側の出席者は、エトキン課長となる可能性も大であり、５カ年作業に必要な項

目について、本調査で対応できるものがあればフレキシブルに対応することを、本格調査時に

お願いしたい。
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